
資料２－２－① 

独立行政法人勤労者退職金共済機構役員給与規程新旧比較表 

現行 改正後 

独立行政法人勤労者退職金共済機構役員給与規程 

                           

（平成１５年１０月１日） 

改正 平成１５年１２月１日 

改正 平成１６年 ４月１日 

改正 平成１７年１２月１日 

改正 平成１８年 ４月１日 

改正 平成１９年 ４月１日 

                       改正 平成２０年 ４月１日 

改正 平成２１年６月２９日 

改正 平成２１年１２月１日 

 

第１条～第３条（略） 

 

（俸給の月額） 

第４条 常勤役員の俸給の月額は、次のとおりとする。 

 （１）理事長        ９４０，０００円 

 （２）理事長代理        ８６５，０００円 

 （３）理事           ７７８，０００円 

 （４）監事           ７０４，０００円 

 

 

第５条～第９条（略） 

 

独立行政法人勤労者退職金共済機構役員給与規程 

                           

（平成１５年１０月１日） 

改正 平成１５年１２月１日 

改正 平成１６年 ４月１日 

改正 平成１７年１２月１日 

改正 平成１８年 ４月１日 

改正 平成１９年 ４月１日 

                       改正 平成２０年 ４月１日 

改正 平成２１年６月２９日 

改正 平成２１年１２月１日 

改正 平成２２年１２月１日 

第１条～第３条（略） 

 

（俸給の月額） 

第４条 常勤役員の俸給の月額は、次のとおりとする。 

 （１）理事長        ９３７，０００円 

 （２）理事長代理        ８６３，０００円 

 （３）理事           ７７６，０００円 

 （４）監事           ７０２，０００円 

 

 

第５条～第９条（略） 

 



 

（非常勤役員手当） 

第１０条 非常勤役員手当は次のとおりとする。   

            監事 月額   ２４０，０００円 

 

第１１条～第１２条（略） 

 

附  則（略） 

 

 

 

（非常勤役員手当） 

第１０条 非常勤役員手当は次のとおりとする。   

            監事 月額   ２３９，０００円 

 

第１１条～第１２条（略） 

 

附 則（略） 

 

附 則 

１  この規程は、平成２２年１２月１日から施行する。 

（平成２２年１２月に支給する期末特別手当に関する特例措置） 

２  平成２２年１２月に支給する期末手当の額は、第８条第２項の規定にかかわら

ず、この規定により算定される期末手当の額（以下この項において「基準額」と

いう。）から次に掲げる額の合計額（以下この項において「調整額」という。）に

相当する額を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上となると

きは、期末手当は、支給しない。 

（１）平成２２年４月１日において役員として受けるべき俸給及び特別調整手当

の月額の合計額に１００分の０．２８を乗じて得た額に、同年４月から施行

日の属する月の前月までの月数（同年４月１日から施行日の前日までの期間

において、役員として在職しなかった期間がある場合は、その期間のある月

数を減じた月数）を乗じて得た額 

（２）平成２２年６月に役員として支給された期末手当及び勤勉手当の合計額に

１００分の０．２８を乗じて得た額 

 

 

 

 



 

 


